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尾 山 謙 二 郎 委 員 の 質 疑 及 び 答 弁 

 

山崎副委員長  尾山委員。あなたの持ち時間は 6 0分であります。  

尾山委員  自由民主党富山県議会議員会の尾山です。今年４月から、

この歴史と伝統ある、奥行きのある会の裾野に加えていただきま

した。先輩方々がしっかりつくって こられた看板に泥を塗らない

ように、精いっぱい今日も質問に立たせていただきたいと思って

おります。  

 それでは、早速ですが、新しい社会経済システムの構築につい

てお尋ねいたします。  

 「富山県はモノづくり県」と言われますが、統計からその実態

を分析してみたいと思います。  

 総 務 省 、 経 産 省 が 実 施 し て い る 2 0 2 3 年 経 済 構 造 実 態 調 査 に よ

ると、製造品出荷額等の都道府県ランキングでは、富山県は 4 . 1

兆円で 2 7位でした。我が県と同程度の人口を有する山形県は 3 . 1

兆 円 で 2 9 位 。 お 隣 の 石 川 県 は ３ 兆 円 3 2 位 で す 。 同 程 度 の 人 口 規

模の県と比較すると、確かに人口比での製造品出荷額は高いです。  

 一方、滋賀県は人口 1 4 1 万人、 8 . 9兆円で 1 5 位。それから山口

県は、 1 3 4 万人の人口ですが 、出荷額が 7 . 6 兆円と 1 7 位など、ほ

かの県と比較すると人口比での製造品出荷額は 、富山県はやっぱ

り見劣りするという状況になっております。  

 様々な要素からなる統計なので単純比較はできないまでも、富

山県がモノづくり県として、さらなる高みを目指すために取り組

むことがまだまだあるのではないかと考えております。  

 先日、モノづくり先進地の大阪で行われている２つの取組を視

察してまいりました。  

 一つは大阪府の外郭団体である公益財団法人大阪産業局内のも

のづくりビジネスセンター、通称ＭＯＢＩＯです。もう一つは、

東大阪市の外郭団体である公益財団法人東大阪市産業創造勤労 者
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支援機構の取組です。  

 ともにこの域内にある中小規模事業所であるものづくり会社の

データを集積し、オープンデータとしてデータベース化し、独自

にマッチングサイトを通してシーズとニーズのマッチングを積極

的に行っています。ちなみに東大阪市の取組、このマッチングサ

イトは、年間アクセス数が約 3 0万件と非常に活況を呈しています。  

 また、大阪府では「匠」という名前、東大阪では「東大阪ブラ

ンド」と独自の認定基準を定め、オリジナル製品のブランド化に

取り組み、内外共にその発信に努め、ブランド力向上に向けて大

きな成果を出しています。  

 東 大 阪 市 の 製 造 出 荷 額 が 平 成 2 2 年 度 で 約 9 , 8 0 0 億 円 。 こ れ が

1 0 年 後 の 令 和 ２ 年 で 約 1 , 6 5 0 億 円 伸 び て い る 。 約 1 0 年 で ２ 割 伸

びている。これもやはりその成果の一つなのかと思っております。  

 この２つの取組の強みが、域内のものづくりを行う中小小規模

事業所の圧倒的な絶対数から成る厚みのあるデータベースです。

特に東大阪市では、約 2 0年前に当時の市長の号令の下、域内にあ

る事業所２万 5 , 0 0 0 件、全ての事業所を市職員―課長級以上の

方々―が自ら訪ね、それぞれの事業所のＳＷＯＴ分析に基づい

た強みと弱み、経営課題などを聞き取り、それをデータベース化

するという作業を２年間で完結するという 、尋常でない熱量があ

ったということであります。  

 そこで、富山県のモノづくり発展のために、何かしらの方法で

県内のモノづくりをなりわいにしている中小規模事業所のデータ

ベースを大幅に拡充し、国内外の発注企業とのマッチングを促進

すべきと考えますが、新田知事に御所見を伺います。  

新田知事  委員御指摘のとおり、県内の中小企業が有する優れたも

のづくりの技術、あるいは製品を広く内外に発信し、新たなビジ

ネスチャンスをつくり出していくということは、各企業の受注の

拡大、出荷額の増加、ひいては本県のものづくり産業のブランド
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化にもつながる重要な取組と思います。  

 このため、本県でも新世紀産業機構において、富山県受注企業

情報データベースを構築 ・運用しております。現在 、約 3 0 0 社の

企業情報が登録されておりまして、各社の主力製品や得意とする

加工技術などをウェブサイトで広く発信するほか、東京や大阪な

ど大都市圏で開催する商談会で活用するなど、県内外の各企業と

のマッチングを積極的に支援しています。  

 社名はもちろん、製品名あるいはキーワード検索、様々な検索

ができるようにしております。今後 、発注企業の多様化、高度化

するニーズに的確に応えて、マッチングを一層促進していくため

には、このデータベースのさらなる情報量の充実と認知度向上が

課題だと考えます。  

 御紹介いただきました大阪府、あるいは東大阪市の取組も参考

にして、まずは掲載企業数の拡大に努めますとともに、デジタル

ツールも活用して効果的なＰＲを展開します。また、利用者が求

める情報へ円滑にアクセスできるように、ウェブサイトの機能改

善もさらに検討してまいります。  

 県としては、こうした実効性ある情報基盤の強化を通じて、県

内企業の優れたものづくり技術を内外に力強く発信し、本県産業

のさらなる振興につなげていきたいと考えます。  

尾山委員  物を作るのが上手な人は物を売るのがあまり上手ではあ

りませんし、物売るのが上手な人は物を作るのがあんまり上手で

はないわけでありまして、今、 3 0 0 社の企業集積ですが、東大阪

市のほうでも 9 , 0 0 0社ほどの会社集積をしております。今、富山

県にはたくさんのものづくり、すばらしい技術があるのですが、

なかなかそれをどう売っていいか、どう生かしていけばいいかと

いうことが分からない経営者がたくさんいますので、そこをしっ

かりとサポートするためにも、企業数をデータ の中に増やしてい

くという努力をぜひお取り組みをいただければと思っております。  
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 続きまして、次に圧巻だったのは、このＭＯＢＩＯの施設内に

約 1 6 0 社に上る事業所の常設展示場がある のです。その施設では 、

週１回の頻度でＭＯＢＩＯ－ＣＡＦＥと称する自社ブースでのプ

レゼンが開催されているのです。  

 中小ものづくり事業所が、ふだん出会うことのないような異業

種、大学、大手メーカー、行政、団体、様々な方々の出会いの機

会が創出され、ものづくりの事業所の変革と挑戦をサポートして

おります。人が対面で話すことで、初めて生まれる熱量の交換が

発想の高まりにつながり、新たなビジネスチャンスを 生んでいま

す。  

 富山県には厚みのある産業集積があると言いますが、それらを

見える化すること、そして、そこに人の交流の場を設けることが、

ビジネスチャンスの創出につながると確信をいたします。ぜひ県

内事業所の常設展示場を、例えば新世紀産業機構などの県有関係

施設内に設けていただくことを強く要望いたしますが、山本商工

労働部長の見解を伺います。  

山室商工労働部長  委員御指摘のとおり、県内中小企業が持つ独自

の技術や製品を見える化し、新たなビジネス機会の創出へとつな

げていくことは、本県産業の持続的な成長にとって極めて重要で

あると認識しております。  

 県では、これまでも東京、大阪などの大都市圏における商談会

や 、 富 山 県 も の づ く り 総 合 見 本 市 「 Ｔ － Ｍ ｅ ｓ ｓ ｅ 」、 今 年 は

2 0 2 5 を 開 催 い た し ま す け れ ど も 、 こ ち ら を 通 じ ま し て 県 内 企 業

の優れた技術力や製品を広く発信し、商談機会の創出に積極的に

努めてまいりました。  

 また、テクノホールやテクノドームといった産業振興の拠点に

おきましても、民間主催による多様な展示会、商談会が数多く開

催され、活発な企業間交流が図られているところでございます。  

 委員から御提案いただきました大阪府のＭＯＢＩＯ－ＣＡＦＥ
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のような常設展示場の設置は、企業の技術や製品を恒常的に発信

する有効な手法の一つであると考えております。一方で 、県内外

から多くの来場者を引きつける魅力的な展示場の立地、あるいは

来場者と県内企業等を的確に結びつける高度な専門性を有したコ

ーディネーターの確保、そして継続的な運営を見据えた費用対効

果など、多角的な視点から見極めるべき課題も少なくないものと

捉えております。  

 今後、ＭＯＢＩＯも含めました他県の事例を情報収集しつつ、

現場の事業者の方々の声を丁寧にお伺いしながら、本県の実情に

即した効果的な手法について研究してまいりたいと考えておりま

す。  

尾山委員  行きましたら、世界地図が貼ってありまして、来た人が

そこにシールを貼っていくわけです。日本国内も含めて世界中か

ら来たシールがたくさん貼ってあるのです。やはりあれがエネル

ギーの集約だと思いますので、おっしゃったように産業コーディ

ネーターをどう育成するとか、いろいろ課題はありますが、しっ

かりと戦略を練って、富山県のものづくりを見える化できるよう

に努めていただければと思っております。  

 続きまして、今年４月末、富山市を中心に約 7 , 5 0 0食の配食を

していた地域社会にとって大切な１つの事業所が倒産しました。

様々な施設で利用されていて、多くの方々の胃袋と従業員の方々

の生活に責任を持っていた事業所の突然の閉鎖による混乱 は大き

く、いまだその全ては解決に至っておりません。その事業所の経

営者の方は、私の大切な友人であります。諸行無常 のこれが世の

常とはいえ、心底残念に思います。  

 コロナ禍で減少した売上高に加え、高騰する原材料 費を価格に

転嫁できなかったということが、事業経営を圧迫していたとのこ

とです。経営努力ではどうにもならないこれらの要因に事業経営

を脅かされている事業所は、この瞬間も県内に多く存在します。
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このような経営環境が改善されなければ、事業の継続が困難にな

り、廃業や倒産を余儀なくされる事業所が今後増えるに違いあり

ません。  

 事業継続を断念するときに、守らなければならないものが２つ

あります。従業員の方々の生活とお客様の利便性です。前に進む

にせよ、後ろに下がるにせよ、経営者には常に適正な経営判断を

下す責任がありますが、撤退戦においては特にその責任の重さが

際立ちます。その重大さは、事業所の倒産を経験した私が骨身に

しみて感じているところであります。  

 撤退戦における経営者の経営判断を狂わす要因の一つに、事業

所の借入れに対する経営者の個人保証があります。本来経営者が

その責任において守らなければならない従業員の方々の生活やお

客様の利便性よりも、自らの身の保全を優先する事例が後を絶ち

ません。なぜならば、経営者にも大切な家族があり、守らなけれ

ばならないものがあるからであります。  

 もし経営者が保証という重圧がなく、経営者がより適正な経営

判断を下すことができれば、事業継続の可否についても適正な時

期に判断することが可能になります。分かりやすく言うと 、第３

コーナー辺りでコースアウトできる仕組みが必要だということで

あります。  

 昨年 1 1月の予算特別委員会でも、同じ問題提起をさせていただ

きました。様々な外的要因も相まって、中小規模事業所の経営環

境は日に日に悪くなっております。改めて、経営者が健全な経営

判断を取るためにも、経営者保証の要らない制度融資である事業

者選択型経営者保証非提供促進特別保証制度の利用促進を促すた

めに、上乗せ保証料が足かせになっておりますので、この上乗せ

補償に対する県独自の補助制度を設けていただくことを強く求め

ますが、山村商工労働部長の見解をお尋ねします。  

山室商工労働部長  委員御指摘の経営者が個人保証の重圧の中で、
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事業継続の可否に関する適切な判断の時期を逸し、結果として地

域の顧客や従業員の生活に深刻な影響を及ぼすといった事態は 、

断じて看過できない課題だと認識しております。  

 国は、経営者保証に依存しない融資慣行の確立加速を目指して、

経営者保証ガイドラインの遵守を金融機関に求めてまいりました

が、その浸透はいまだ道半ばにあるのが現状でございます。  

 このような状況の中、昨年３月に創設されました、委員から御

紹介いただきました事業者選択型経営者保証非提供制度は、経営

改善途上の中小企業であっても、保証料率の上乗せを条件に、経

営者保証なしの融資を選択可能とする画期的な仕組みでございま

す。  

 本制度の県内の利用は増加傾向にあるものの、令和６年度の利

用実績は 8 0件にとどまりまして、上乗せ保証料の抵抗感はその一

因となっているという側面は否定できません。とはいえ、県が上

乗せ保証料を直接補助することは、経営者保証ガイドラインの趣

旨、すなわち経営改善や資産の分離、透明性の確保といった経営

改善への動機を損ないかねず、慎重であるべきと考えております。  

 県としては、県信用保証協会や金融機関などとの連携を強化し、

本制度の周知と利用促進を図ってまいります。また、事業継続が

困難な局面にある経営者に対しては、中小企業活性化協議会など

の活用を促しまして、事業の再生や円滑な廃業の支援をすること

で、雇用と地域生活の安定確保に努めてまいりたいと存じます。  

尾山委員  今、御答弁いただいた経営者保証のガイドラインに、

経営者個人保証を外す３要件があります。この３要件を満たした

会社というのは、もともと個人保証が要らないという判断になっ

て、金融機関から個人保証が抜かれるわけです。  

 その３要件というのは、法人と経営者がまず分離していること、

それから財務内容がちゃんといいこと、内部留保やキャッシュフ

ロー、将来の売上げも含めて、ちゃんとそれがしっかりと構築さ
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れていること、それから適正に会計を開示していくということ。

この３つの要件が満たされると、経営者の個人保証 は、外れるの

です。  

 通信簿で言うと、これだけできる会社は５なわけですよ。今、

問題なのは３ぐらいの会社。ここが２に行くのか、４に行くのか、

分かりませんが、この３の会社が２とか１に行く可能性もあるの

です。そのときに、適正な判断をちゃんとして、早めに第３コー

ナーでコースアウトできる仕組みが、私は必要だと思っています。  

 そもそもがこの制度というのは、通信簿が５ではない人、３な

のか、４なのか、２だか分かりませんが、５ではない人のための

制度なんです。  

 ですから、今おっしゃった、経営者保証のガイドラインを 遵守

しなくてはいけないというのは、よくよく理解はするのですが、

ただ、この制度の創設の趣旨というのは、今お伝えした話の中に

ありますので、ぜひもう一度御一考ください。以上です。  

 続きまして、次に価格転嫁の話でありますが、これ は非常に重

要な話であります。  

 事業所の継続に欠かせないのが適正な価格の 維持です。元請と

下請、発注者と受注者、店舗と顧客など、質も背景も異なる様々

な利害関係がある中で、価格転嫁の進み具合に大きな差があり、

また業種、業態によっても、その差はまちまちの現状です。  

 先日、県主催で行われた価格転嫁の未来というシンポジウムに

参加をさせていただきました。富山県に縁があり公正取引委員会

で企業取引課長をされている亀井氏、自社や組織における独自の

取組として価格転嫁の成功事例を発表された伊藤氏、本江氏の話

は、どれを取っても学ぶべきことが多く、大変価値のあるもので

ありました。  

 一方で、残念なことに、このシンポジウムに参加された方 は思

ったよりは少ない人数でありました。これは、もちろん周知不足
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もあるかもしれませんが、価格転嫁を推進しようとする機運が十

分高まっていないのだと思っております。取引先やお客様の目を

気にしながら価格転嫁の話を切り出すことに、いまだに後ろめた

さを感じているという経営者の声も多く聞かれます。安いことは

いいことだという、 3 0年間続いたデフレマインドから抜け出せな

い人が、いまだやはり多いようであります。  

 国 で は 、 中 小 企 業 庁 に お い て 、 2 0 2 1 年 ９ 月 よ り 価 格 交 渉 促 進

月間と銘打って、毎年９月と３月の年２回ですが、広報や講習会、

業界団体を通じた価格転嫁の要請等を実施しています。しかしな

がら、この取組の認知度は極めて低く、私も最近まで存じ上げま

せんでした。  

 我が国は社会主義国家ではないので、政治や行政が 、個別具体

的な価格の決定に直接的に介入することがあってはなりません。

しかし、必要な枠組み等を整備することで、社会のストリームを

形成することはできます。  

 中小企業庁で行っている価格交渉促進月間に歩調を合わせて、

県としても地域に合わせた広報や講習会などを実施することで、

デフレマインドの払拭を図る取組をしてみてはいかがでしょうか。

山室商工労働部長にお尋ねいたします。  

山室商工労働部長  委員から御指摘いただきました長きにわたるデ

フレマインドからの脱却、そしてその実現に不可欠な中小企業の

適正な価格転嫁は、本県経済の持続的な成長を確かなものとする

上で極めて重要な課題であると認識しております。  

 委員から御紹介いただいたとおり、中小企業庁は毎年９月と３

月を価格交渉促進月間に設定して、価格交渉を促進するための広

報や講習会、業界団体を通じた価格転嫁の要請などを実施してお

ります。  

 県といたしましても、こうした国の取組と歩調を合わせまして、

県における価格転嫁に向けた機運を一層高めていくことが重要で
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あると考えております。  

 具体的には、促進月間において、県の広報媒体を活用した情報

発信や、経済団体などを通じた県内企業への協力要請を強力に推

進してまいります。  

 委員が肌で感じられた価格転嫁へのためらいや後ろめたさ 、そ

してしみついたデフレマインドの克服に向けまして、県独自の取

組を国の月間と連動させることで、価格転嫁に向けた機運を醸成

することは大変有効であると考えております。  

 去る３月には、議員も御出席いただきました国、公正取引委員

会などと連携した価格転嫁推進シンポジウムを開催しており、ま

た、来る９月には、金融機関とも連携した価格転嫁推進サポータ

ー制度を運用するなど、県独自の施策を国の月間と連動させまし

て、さらなる機運醸成を図ってまいります。  

 今後とも、国と関係機関などと緊密に連携して、県内企業が適

切な価格転嫁を実現できる環境整備に向けまして積極的に取り組

んでまいります。  

尾山委員  私は 2 6年間、中小企業の経営者をやってまいりました。

何を感じるかというと、本当に一生懸命働いてまいりました。私

の周りの仲間も一生懸命働いています。でも、残念ながらこの 3 0

年という中で、どれだけ働いても中心がよくならないんです、よ

くならない。  

 それは、構造的な問題であって、事業所の努力が足りないとい

うことではありません。これだけ一生懸命働いてよくならないの

は、やっぱり構造的な問題であります。そもそもがデフレに突入

したときの経済政策、財政政策、やはりどこかに何か当時に合わ

ないものがあって、この状態に入っているんです。  

 ですから、一定程度、政治の責任、行政の責任がある中で、今

の空気に入っていく中で、ここから出るのは民間の力だけ では無

理ですから、ぜひ強烈にこの価格推進月間を推進していってくだ
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さい、打ち出していってください。この空気を突き破っていって

ください。光明が見えれば、民間企業も少しは前向きにまた取り

組んでいろんなことができますので、ここはまずぜひ政治の仕事

だと思って、行政の仕事だと思って取り組んでください。よろし

くお願いします。  

 続きまして、県内における介護人材の有効求人倍率が約４倍と、

深刻な人手不足が続いております。他方、令和７年度の介護人材

の需要は昨年度より 2 , 0 0 0名ほど増える見通しで、県におかれて

も様々な対策に乗り出しておられることと存じます。  

 そのような中、昨年度、三重県がインドネシア保健省と介護・

看護人材育成に関する覚書を締結されました。インドネシア国立

医療福祉大学に日本語課程を設置するなどの学習支援を図るなど、

積極的に人材育成に取り組み、受入側の三重県側は、県内の受入

体制の整備に取り組むというものであります。  

 インドネシア社会には、家族を大切にし、年長者を敬うという

風土があります。そこの国民性も穏やかで従順な傾向があるので、

介護現場における活躍が十分期待できます。  

 インドネシア保健省は、年間 2 , 0 0 0人規模の送り出しを目指し、

三重県以外の地方自治体とも積極的に提携したいとの意思を示し

ています。今後、拡大するであろう介護人材の需要に向けて、一

つの解決策として検討してみてはいかがでしょうか。新田知事の

御所見を伺います。  

新田知事  介護・看護の人材の確保は大変重要な課題 、それもスピ

ード感を持って対応すべき課題と思っています。  

 三重県がインドネシア保健省とともに人的交流を通じた人材確

保に取り組んでおられることは、今後の参考となる事例として承

知はしています。  

 本 県 の 介 護 分 野 の 外 国 人 材 は 、 平 成 3 0 年 度 に は 2 3 名 で し た が 、

令和７年１月末現在で 6 2 0名まで増加をしております。大規模な
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事業所を中心に受入れが進んでいます。  

 一方で、本県が令和５年度に県内介護事業者にアンケート調査

を実施したところ、県内の介護事業者の約７割が外国人材の雇用

を予定なしと回答されました。この背景には、言葉や文化面での

不安、また、教育や定着のための支援への負担感があるものと考

えられます。  

 このため、県では、受入れ施設での日本語学習や生活支援など

に対する補助を行ってきました。昨年度より外国人未採用の施設

に対し、採用活動から異文化理解研修など定着までを一体的に支

援するマッチング支援事業にも取り組んでいます。  

 昨年度は、県内の介護施設において 1 2人の外国人材の新規採用

がありました。今年度もこうした取組を継続的に実施し、採用の

好事例を共有することにより、外国人採用の不安を払拭し 、ハー

ドルを下げていくように努めてまいります。  

 委員御提案のインドネシアをはじめとする外国との提携の可能

性についても、三重県の例も参考にしながら、より研究していき

たいと思います。  

 ただ、一つの国に集中的に依存することにはならないようにし

たいと思います。やっぱりリスクが高いと思います。今のところ、

本県にはバラエティーのある国から来ております。これらをそれ

ぞれ増やしていくような方向で考えていければと思います。  

尾山委員  サービスを受ける側も提供する側も 、いろいろと心のハ

ードルはあるのだと思うのです。そういったものを小まめに確実

に積み重ねて、それでも必ず手が足りなくなりますので、そうい

ったものにしっかり備えていくような体制を取っていただければ

と思っております。  

 それでは、続きまして災害対応について２つ御質問させていた

だきます。  

 能登半島地震からの教訓の一つに、避難所生活を含めた被災者
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の方々の劣悪な生活環境の向上に向けた取組が必要であるという

ことがあります。我が県も、本年度の予算でトイレカーなどの購

入に向けて動き出しています。  

 他方、国においては、災害救助法に基づき、災害対応車両の事

前登録制度が６月１日より実施されることになりました。個人や

企業が所有する災害対応車両として、トイレカーやキッチンカー、

キャンピングカー、洗濯機やシャワーを搭載した車両などを 、国

が一定の条件を満たしたものを選別してデータベース化し、有事

の際には都道府県がそのデータベースを参照し協力依頼をする。

そこで発生する人件費や資材費などの実費は原則自治体が支払う

が、災害の規模によっては国からの特別交付税措置があるという

仕組みであります。  

 また、徳島県や長野県、栃木県足利市などの自治体において、

民間で災害対応車両の購入をする際に補助金を出し、平時は民間

で活用してもらい、有事の際は公的利用として災害現場 へ派遣し

てもらうという取組も広がりを見せています。これは 、災害対応

車両の平時の有効活用が、なかなか官だけではしきれないという

問題を解消する非常に有効な施策であるとも言えるでしょう。  

 いずれにしても、南海トラフをはじめとする広域かつ甚大な被

害をもたらすであろうと予想される大規模災害に備え、官民挙げ

てその対応に取り組まなければなりません。  

 我が県においても、県内で発生すると予想される災害に備える

のは当然のこととして、能登半島地震の被災地として、当時全国

各地から寄せていただいた様々な御厚情に報いるためにも、各地

の被災地への支援に向かう体制づくりをする責任があると考えま

す。  

 新しい地方経済・生活環境創生交付金（地域防災緊急整備型）

という補助がありますが、それがどうも使えるらしいですと情報

が入っています。そういったものがある中で、中林危機管理局長
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にその御所見を伺います。  

中林危機管理局長  委員御紹介のキッチンカー、トイレカー等のい

わゆる災害対応車両の登録制度がこの６月から運用されており、

今後、順調に運用がなされた場合、温かい食事や快適なトイレの

提供等を通じての避難所の生活環境改善、ひいては災害関連死の

防止につながるものと認識しています。  

 このため、本県では今年度、災害時の対応実績がある民間団体

等と、キッチンカーによる炊き出しや仮設トイレ等資機材の供給

に関する協定の締結をはじめ、国の 「新しい地方経済・生活環境

創生交付金」も活用し、トイレカー購入の手続を鋭意進めており

ます。  

 県内の災害時はもとより、南海トラフ地震等が発生した場合の

県外被災地の支援にも対応できるよう、官民挙げての体制整備に

取り組んでおります。  

 こうした中、民間による災害対応車両の購入への補助について、

高知県や徳島県等でも、本県と同様に国の新しい交付金を活用し

災害時の活動実績があることや、他の自治体と既に協定を締結し

ているなど、一定の条件を満たす法人等を対象にした補助制度を

設け体制強化を図っておられます。  

 本 県 の 来 年 度 の 国 へ の 重 要 要 望 に お い て 、 こ の 新 し い 地 方 経

済・生活環境創生交付金の継続などの財政支援の充実を新たに求

めているところであり、委員御提案の民間団体における災害対応

車両導入の支援については、他県の先行事例の成果、県内の民間

団体のニーズや活動実績などを踏まえ、その効果等について研究

してまいりたいと考えております。  

尾山委員  多くの方が被災地にボランティアで入られたと思います 。

私も視察を含めてボランティアで行ってまいりました。トイレ に

ついてはいろいろな話を聞いたのですが、人間の尊厳を守れるよ

うな状況ではないなどといった話になりまして、本当に痛ましい
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状況だったと聞いています。  

 阪神淡路大震災があり、東日本大震災があり、能登の震災があ

り、これだけ今、我々は多くのいろいろな地震、災害を経験して

きた中で、災害がいざ発生すると、近代国家の中で、文化的では

ない暮らしにいきなりどんと落ちてしまうようなことが続くと 、

過去の経験からいろいろな教訓をなかなか学び取っていないよう

な世界にやはりなってしまうのですね。  

 ですから、今、県で車両を買っていただく大事な一歩だと思い

ます。ただ、２台や３台では足りるわけないわけですよ。たくさ

ん必要なんですよ。  

 ですから、極力そのお金が有効に使っていただけるような振り

分けを、またぜひ考えてみてください。  

 それから２つ目でありますが、このトイレカーが現場に行くと

いうのもすごく大事でありますが、今、例えば避難所にあるトイ

レがきちんと使えるようになるということも大事なことだと思っ

ております。  

 資料の掲示、よろしいですか、委員長。  

山崎副委員長  許可します。  

尾山委員  この写真を御覧ください。下に浄化槽を置き、足場を組

んで、その上に仮設のトイレをつけたものです。これは、ある石

川県七尾市の会社が、災害時、独自に作ったものでありまして、

非常によかったと、皆さんに喜んでいただいたとおっしゃってお

られました。緊急の、すばらしい対応だと思いました。  

 これをあちらこちらで作ればいいなと思っていろいろ調べたの

ですが、屋外に作ろうと思ったら、雪が降ったりしますし、また、

高齢者の方が長い足場を登れないことも出てきました。なかなか

これはあちこちに設置するのは難しいなという判断の中で行き着

いたのが、浄化槽をもう一回しっかり見直そうということで、パ

ネルを作らせていただいたのですが、提示していいですか。  
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山崎副委員長  大丈夫です、許可します。  

尾山委員  上水道と下水道がやられたときに、入り口と出口がない

わけです。通常は普通の下水道を使うのですが、ここに浄化槽を

埋め込んでおいて、何かあったときにバイパスを使って切り替え

て排出すると。  

 上水道は、今、割と大きな建物には給水塔がありますが、給水

塔がないところもありますので給水塔を設置すると。水をためて

おけば、二、三日はこのたまった水で処理できるわけです。  

 ですから、被災をした、さあ有事が来た。二、三日しっかりこ

ういったものの設備の中で、トイレが使えるような仕組みも、一

つやっぱり大事かなと強く思っています。  

 このように、浄化槽を建物の下に埋め込んで、ここ の下水道が

駄目だったときに、こっちの浄化槽に逃がすと。また、給水タン

クをつけて、水を入れておくんですよ。こんな仕組みをしたらど

うかということで、今、考えてます。  

 これをやるときにやはり結構、金がかかりますから、浄化槽と

受水槽と発電機、そういったものを組み合わせて設備強化に積極

的に取り組んでみたらいかがでしょうか。浄化槽の設置には 、環

境省の地域レジリエンス・脱炭素化の補助金がある。そういった

ものもまた考えていただいて、少し組立てをしていただきたいの

ですが、中林局長の御所見を伺います。  

中林危機管理局長  委員御指摘のとおり、大規模災害時には 、上下

水道施設や管路の破損により水やトイレの利用の制限が想定され

ることから、避難所における衛生環境を維持し被災者の健康被害

を防ぐ観点からは、適切なトイレ設備の確保が重要です。  

 このため、県では、今年度トイレカーの導入を進め、自治体が

加盟する災害派遣ネットワークにも参加し、相互にトイレ カーを

派遣し合うほか、仮設トイレ等を保有している民間団体と災害時

応援協定を締結するなど、平時からの体制強化を図っております。  
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 また、道路復旧の長期化にも備え、し尿を防臭フィルムで包み、

臭いや菌を漏らさない高機能の簡易トイレの備蓄も進めておりま

す。  

 委員御提案の浄化槽と受水槽、発電機の組合せによる避難所の

設備強化については、停電時、断水時における水の確保や、安全

なトイレの利用が可能となり、避難所の生活環境の保全や公衆衛

生の確保を図る上で有効な方策です。ただ一方で、例えば、下水

道区域に浄化槽を設置した場合、発災時の浄化槽の機能確保をは

じめ、浄化槽の保守点検、清掃等の維持管理などの課題もありま

す。  

 また、委員御紹介の環境省の地域レジリエンス・脱炭素化事業

補助金については、浄化槽の活用事例は現時点ではないものの、

その他の設備による他県の取組事例を参考にしながら 、浄化槽等

の活用について市町村や関係団体の意見をお聞きし、避難施設の

設備強化の方策の一つとして研究してまいりたいと考えておりま

す。  

尾山委員  いろいろハードルは高いのでしょうけれども、どうすれ

ばできるかということをまた少し考えてみていただいて、１つで

も２つでもそういう事例を重ねることもすごく大事かと思います。  

 再度になりますが、被災地に行ったときに、最初の三、四日 間

のもう言葉に詰まるような状況の話を聞い ていると、これは何と

かせなあかんかなと本当に思うんですよ。ですから、そういう観

点から、またぜひしっかりと研究をしていただければと思ってい

ます。  

 続きまして、国際交流の推進について質問させてください。  

 来年度は、富山県とオレゴン州との友好提携が締結されてから

3 5 周 年 の 節 目 を 迎 え ま す 。 ５ 年 前 の 3 0 周 年 に は 、 新 田 知 事 を 団

長とした記念友好訪問団が現地を訪問され、経済分野における交

流と協力に関する覚書を締結し、関係の深化に努められました。
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同年秋には、同じくオレゴン州からブラウン知事をはじめとした

訪問団が富山県を訪れ、関係強化に向けた機運の醸成が図られま

した。  

 言うまでもなく、日米は共に自由と民主主義の普遍的な価値を

共有する国家同士であり、経済安全保障などの様々な分野で共存

する大切なパートナーであります。地方自治体同士の関係を深め

ることは、さらに意義のあることだと考えております。 3 5周年の

節目に、ぜひ相互の関係を深めるような相互交流を図っていただ

ければと思います。  

 また、相互交流を深めるには、互いの文化を理解することも大

切な試みの一つになります。ぜひ経済交流と併せて、文化交流に

も力を入れていただければ幸いだと思います。新田知事の所見を

伺います。  

新田知事  富 山 県 は 、 1 9 9 1 年 に ア メ リ カ ・ オ レ ゴ ン 州 と 友 好 提 携

以来、職員の派遣、日本語スピーチコンテスト、また英語プレゼ

ンテーションコンテスト、起業・ビジネス研修などの様々な分野

で 交 流 を 続 け て き ま し た 。 2 0 2 2 年 に は 、 今 ほ ど 御 紹 介 い た だ き

ましたが、友好提携 3 0周年を記念して、相互に知事をトップとし

た訪問団を派遣し、今後の重点分野として、経済交流、学術 ・人

的交流、人材育成、観光分野を柱とする覚書を締結してまいりま

した。  

 経済分野では、これまで現地企業への訪問、現地日本庭園での

伝統工芸品の展示・販売などを行いました。今年は、州内小売店

舗での県産食品のＰＲ販売や現地事業者との商談などを行うこと

に し て い ま す 。 ま た 、 秋 に 富 山 県 で 開 催 予 定 の Ｔ － Ｍ ｅ ｓ ｓ ｅ

（富山県ものづくり総合見本市）では、オレゴン州の観光や産業

を紹介するブースが出展される予定です。  

 また、委員御指摘のとおり、互いの文化を理解することは自治

体同士の関係を深める大切な要素と認識しています。昨年 1 1月に、
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オレゴン州のダンスカンパニーであるＢＯＤＹＶＯＸが来県し、

県内小学校などでワークショップが開催されました。児童が 講師

と生き生きと交流する姿が強く印象に残っています。このような

機会は、互いの文化を理解し、交流を深める重要な取組と考えま

す。  

 今後は、今ほど御紹介したダンスでの交流も契機として、オレ

ゴン州政府をはじめ、両県州の交流団体の希望もお聞きをしなが

ら、同州との交流をさらに深めて、相互理解の深化につながるよ

うに取り組んでまいります。  

尾山委員  私も過去の自分の人生を振り返ると 、アニバーサリーと

いうのは極めて大事だなというのはつくづく感じておりまして、

節目節目でアニバーサリーをして、お互いが忘れないようにして

いくと。そんなこともぜひ取り組んでみていただければと思って

おります。  

 また、その際には、今、お答えいただいた、ダンスや歌なども

しっかりとお互い交流できるような枠組みをぜひ考えていただけ

ればと思っております。  

 それでは、最後になりますが、歴史の継承について少しお尋ね

したいと思います。  

 人口減少社会に入り、ライフスタイルの変化に伴い、 街の機能

や形も変化してきています。県におかれましても、県庁周辺県有

地等の有効活用に関する検討会を設置され 、様々な角度から街の

ありようを検討されていると承知しています。 街のありようを考

える際に、合理性や経済性など資本を基にしたハードの考え方と、

歴史や文化などを基にしたソフトの考え方の両方が必要であると

考えます。  

 ここで少し神通川と松川について触れさせていただければと思

っております。資料掲示、よろしいでしょうか。  

山崎副委員長  許可します。  
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尾山委員  「馳越線工事ってなんだろう！？」 という雑誌がありま

す。実を言うと、これは国交省と富山県と富山市が３者で作った

神通川の歴史について書れた資料集です。非常によくできて いま

す。  

 このなかに地図がありまして、もともと神通川がどんな形だっ

たかが書いてあるのです。この地図を落とし込んだのがこれです。

かなり粗いのですが、落とし込んでいったときに、県庁や市役所、

電気ビル、インテック、ありとあらゆる富山の中心市街地に大切

なものというのは、かなり多くのものがもともとあった神通川の

上、要するに神通川の廃川地の上に成り立っとるわけです。  

 御存じのとおり富山市は空襲で燃えました。残ったのは、大和

と県庁と電気ビルだということでありますが、その残った２つの

大きなものがこの廃川地の上にあるがですね。この歴史というの

は、実は私、恥ずかしい話、松川が神通川の名残だということを

知らんかったんですよ、大人になってしばらく。それぐらいこの

富山のこの歴史というのは、なかなか語り継がれる場所がないと

いうのが実態であります。  

 今後、人口減少の中で、街を新しい形に変えていく。いろいろ

プランが出てくるのですが、ぜひ、ソフトの面にも配慮して、こ

ういったものを忘れずに組み込んで いただきたいんですよ。なぜ

ならば、松川は、当時バブルの時期には大分汚かったらしいです。

上に蓋をしてしまえという話があったらしいです。どんどん駐車

場を増やしたいですから、松川に蓋して、その上を駐車場にすれ

ばいいという話が審議会であったようです。でも、当時の良識あ

る議会人がそれは駄目だろうと言うて、残したがですよ。  

 今の富岩運河もそうながです。県のほうで、もう利用が少なか

った富岩運河も埋めてしまえばいいねけという議論があったらし

いです。やっぱりそこも違うよと言って、当時の県議会でしっか

り良識ある方々が決めてかれて残ったのが今の富岩運河なんです。  
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 こういったものをしっかりと残していくことが、やっぱり今後

の街の、僕は誇りにつながるのではないかと思っているんですね。  

 ですから、こういったものをしっかり継承するようなまちづく

りについて、県庁周辺県有地等の有効活用に関する検討会で 、ぜ

ひ材料の一つとして議論していただきたいと思いますが、田中経

営管理部長に御所見を伺います。  

田中経営管理部長  委員から御指摘いただきました、街のありよう

を考えること、言わばエリアマネジメントと呼んだりしておりま

すけれども、この観点におきましては、経済合理性のほかにも歴

史や文化の重要性など、様々な観点から検討することが重要と認

識しております。  

 県庁周辺エリア県有地等につきましても、昨年度末にエリアマ

ネジメント懇話会と共同で作成いたしました県庁周辺エリアコン

セプトブックにおきまして、このエリアの歴史や文化も踏まえつ

つ、空間デザインや施設整備に加えまして、多様な主体が連携し

て実行者を育んでいく取組なども組み込んで、好循環を生み出し

ながら、エリアの魅力と価値を高めるエリアマネジメントを行う

ということを記載しております。  

 先ほど御紹介ありましたとおり、特に県庁周辺エリアは、まず

江戸期に富山城を中心に城下町を形成し、明治期以降、神通川の

馳越線工事後の廃川地を活用した近代的なまちづくり、また戦後、

戦災を耐え抜いた県庁舎周辺の復興事業など、その時期 、その時

期に合わせてまちづくりが進められてきたところと認識しており

まして、言わばまちの原点、中心地として、この地域で歴史を形

づくってきた象徴的な場所だと認識しております。  

 今月２日に開催いたしました県庁周辺県有地等の有効活用に関

する検討会におきましては、有識者の方々から、歴史的建物であ

る県庁舎本館についての様々な御意見をいただいたところでござ

います。  
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 県といたしましては、富山市のまちづくりとも方向性を共有し

ながら、県庁舎も含めた県庁周辺エリアが 、歴史・水辺・緑を生

か し た 憩 い と 楽 し み の 空 間 と な る よ う 、 県 議 会 の 皆 様 を は じ め

様々な関係の皆様と意見交換を重ねてまいりたいと考えておりま

す。  

尾山委員  外国人の方が日本に来て一番感動するのは、やはり歴史

なんですよね、日本の。世界で一番歴史の長い国、その中にある

いろいろな文化的な遺産などに触れて感動して帰るんです。  

 私も自分の知り合いの外人が来ると、大岩山の滝に連れてって、

滝、浴びてもらうんですね。で、金龍でそうめん食ってもらうん

ですよ。そしたら、アメイジング、アメイジングとなってくるん

ですよ。  

 それだけ歴史や時間の流れに人の心は非常に動かされていくも

のですから、ぜひ大事にしていただいて、これが残るような 立て

つけを、ぜひお願いしたいと思います。  

 続きまして、今お伝えしたようなものは県下各地にたくさんあ

ると思います。そういったものを我々は、今、知恵を働かせなが

ら何とか残して、継承していく仕組みをつくらないとと思うので

す。そういったものを推進する強烈なエンジンがやっぱり必要だ

と思うのです。  

 そこで、富山県歴史文化継承協議会なるものを、県、市、地元

関係者の方々で組織し、各地の歴史、文化をどのように継承し、

また、どのように街のありように反映させるかを、ぜひ支援をし

てみていただいてはいかがでしょうか。新田知事の御所見を伺い

ます。  

新田知事  今、急速に人口減少が進んでいます。そんな中で、長年

の間に各地で育まれてきた多様な歴史文化を次世代に継承してい

くことが大切なことだと思っています。  

 対応の一つとして、県では令和３年に、地域の歴史や文化を象
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徴する文化財の継承を目的とした県文化財保存活用大綱を つくり

ました。これに基づいて、国や市町村、文化財所有者の方々と連

携し、文化財の確実な保存と適切な活用、そして、それを担う人

材の育成などに取り組んでいます。  

 また、この県の大綱を踏まえて、各市町村でも、地域の文化財

の総合的・一体的な保存活用を図り、地域の歴史文化の特徴をま

ちづくりや地域振興などに生かし、確実な文化財の継承につなげ

るため、文化財保存活用地域計画を作成することになっており、

県では市町村がこの計画を作成のために設置する協議会に 、文化

財の所有者、学識経験者、観光関係団体などと共に参加をして必

要な助言を行っています。  

 さらに、県では市町村文化財主管課長会議というものも毎年開

催して、県内の文化財の保存活用に関する取組状況などについて

市町村間で情報共有をしています。  

 このほかにも、県内には、例えば曳山を有する保存団体で組織

する 富 山県 山 （車 ）・鉾 ・ 屋台 ・ 行 燈祭 交 流会 議 とい う会 議 もあ

ります。 1 6の文化財を保存する会があります。そこで文化財の種

類ごとに、県と関係市町村、保存団体などが情報交換を行うため

の組織が設置されています。  

 何を言いたいかというと、こういう場は、いろいろあるんです。  

 また、新たに県歴史文化継承協議会について御提案を いただい

たところですが、これまで既存の仕組みをぜひ活用発展させる 、

あるいは統合していく。このようなことで委員御提案のような趣

旨につながるのではないかと、そういう選択肢もあると思います。

こういうふうに検討していきたいと考えております。  

尾山委員  あるんですね。勉強不足ですみません。  

 今の神通川の件もそうなんですが、目に見えるものだけではな

くて可視化できない歴史だとか、そういったものもぜひその中に

加えていただいて、いろいろなものをまた掘り下げていただけれ
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ばと思っております。  

 それでは、最後の質問なります。  

 少し語らせていただきます。今年は終戦から 8 0年の節目を迎え

る年であります。先人たちの想像を絶するような御努力の 下、焦

土と化した国土から奇跡的な復興を経て経済大国へと躍り出た我

が国、日本。国民皆年金制度や生活保護制度などが充実し、最先

端の医療や福祉サービスを享受できる日本 。また、高度に発達し

たサプライチェーンにより、欲しいものが欲しいときに望むだけ

手に入る、豊かで便利な日本。清潔で治安もよく、安心して快適

に暮らせるユートピアのような国なのではないでしょうか。  

 他方、自らの命を絶ってしまう人の率が他国と比較してかなり

高 く 、 特 に 1 5 歳 か ら 3 9 歳 の 死 因 の 第 １ 位 が 自 殺 で あ る と い う 深

刻な側面も、この国にはあります。国際比較において、自己肯定

感がかなり低いことが、その原因の一つに挙げられます。  

 豊かで便利であることと幸せであることが、必ずしも比例の相

関関係にないのは不幸なことであります。今、多くの人が失って

いる自信と誇り、自分にどのような価値があり、社会のために何

を果たすべきかという確固たる考え方を、個々が取り戻すことが

何より必要なのではないでしょうか。  

 そのためにも、戦後 8 0年のこの節目に一度立ち止まり、国の在

り様を見詰め直す必要があると考えます。我が国は 、その歴史に

おいて、ほかの国にはない特徴があります。世界中のどの国も 、

フランス革命や辛亥革命など、革命を旗印に王朝を変えることに

より、国家のありようをゼロベースで再構築してきました。  

 一方、我が国では、万世一系の皇統を継ぐことを価値に持ち続

け、たとえ戦国時代や明治維新においても皇統を絶やさず、治世

の方法論だけを変えてまいりました。  

 日本で何かをやり直すときに、一から出直すと言います。決し

てゼロから出直すとは言いません。ゼロベースという舶来の思想
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がいま一つなじまないのは、我が国の歴史の独自性によるもので

あります。  

 今、目の前にあるものを慈しみ、大切につなぎながらも新しい

ものにどんどん順応して取り入れていく。そんな愛の深さと柔軟

性の高さが、我が国の特徴であり強みでもあるのではないでしょ

うか。  

 振り返ると、戦後の日本のありようは、残念ながら我が国が積

み重ねてきた伝統的な国家観から少々離れ、この国の特徴と強み

が忘れられているように見えます。国としての自信と誇りを取り

戻す。そのために一から出直すという伝統的な思想に立ち返る必

要があります。そして、その一は歴史の中にあります。その一を

正しく認識するためには、成熟した歴史認識を社会全体で育む必

要があります。成熟した歴史認識とは、歴史認識の多様性を受入

れながらも、確固たる自らの軸を持つということです。その育成

のためには、自国の歴史を深く学ぶことから始めなくてはなりま

せん。  

 その信念に立ち、以下質問をさせていただきます。  

 先日、大連を訪ねる機会をいただきました。久方ぶりの訪問で

したが、多くの学びや気づきを得る貴重な機会となりました。  

 日本との経済的な結びつきの深さを節々に感じ、改めて相互の

戦略的互恵関係の構築が必要だと認識をしてまいりました。戦略

的互恵関係とは、政治、経済、文化、歴史認識等あらゆる分野で、

両国の立場の違いを主張し合いながらも、互いの国益に資する分

野 で 大 い に 組 み す る と い う こ と で あ り ま す 。 論 語 の 一 説 に あ る

「和 し て同 ぜ ず、 同じ て 和せ ず 」、 まさ に そう い った こと な ので

はないでしょうか。  

 大連滞在時に、 旅順にある 2 0 3 高地に代表される 日露戦争の戦

跡地を訪ねてまいりました。言うまでもなく、 日露戦争を戦った

我が国の大義は、ロシアの南下政策の脅威から日本国を守るとい
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うことでした。  

 同時に、その歴史的な意義は、当時絶対的だと認識されていた

白人の植民地支配の構造に有色人種が正面から 風穴を開けたこと、

そして、あらがうことなく植民地支配下にあった多くのアジアの

諸国の人たちの心に、植民地支配からの祖国の奪還を可能にする

という勇気を生み出し、その後、アジアにおいて、自国民の力に

よって多くの国々が独立を成し得たということであると認識をし

ています。  

 また、水師営の会見所には、ロシア側のステッセルと日本側の

乃木希典との間で停戦の合意に基づく調印が行われた際に、海外

メディアに唯一撮影を許可した写真には、敗軍の将であるステッ

セルの腰に戦士の誇りである帯剣を許し、それぞれ祖国のために

戦った戦士同士、上も下もないと、恥をかかせることは断じてあ

ってはならぬ、そういう乃木の武士道精神が込められており、当

時世界中でその魂が礼賛され、我が国の評価が大いに上がったと

いうものであります。  

 今、忘れられている惻隠の情、相手の立場を おもんばかってい

くというのが、まさにこの心であり 、これが評価をされたという

ことであります。  

 このような認識の下、私が訪れた戦跡の一つである水師営の会

見所で、大変衝撃的な文言がパネル掲示してあるのを見てまいり

ました。中国語と英語で書いてある文言であります 。中身は、ほ

ぼほぼ一緒です。  

 ど う 書 い て あ っ た か と い う と 、 1 9 0 5 年 の 日 露 戦 争 終 結 後 、 大

連は日本帝国主義の侵略者の支配に落ち、中国 人民は屈辱と苦難

に満ちた生活を強いられると同時に抵抗闘争の道を歩み始めた 。

中国共産党の指導者の下、無数の革命志士と大衆が次々に立ち上

が り 、 つ い に 1 9 4 5 年 、 抗 日 戦 争 の 勝 利 を 勝 ち 取 っ た 。 時 は 流 れ 、

１世紀を経た今なお水師営会見所の遺跡は、帝国主義列強が武力
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で中国を侵略分割した近代中華民族の屈辱の歴史を 証する場所と

して、人々に平和に安住せず、侮りに備えて力を蓄えるよう戒め

続けている。また、侵略戦争への反対、世界平和の維持こそが人

類共通の願いであると、こんなふうに伝えております。  

 これは日露戦争の戦跡、日清戦争の戦跡地の話ではありません。

日露戦争なんです。でもこんなふうに書いてあるのです。  

 歴史というのは、それぞれの国が自由に伝えるものでありまし

て、他国が干渉や批判をすることは断じてあってはなりません。

なぜなら、それはその国の先人たちの冒瀆につながるということ

であります。  

 大切なのは、他国の歴史の捉え方は様々あると認識すること、

そして、その歴史認識に基づいた教育が行われているという事実

を知った上で、日本固有の歴史認識をしっかり持ち、それを後世

に伝えること。  

 「 戦 争は 外 交の 一手 段 であ る 」、 これ は 戦争 論 を唱 えた ド イツ

のクラウゼヴィッツの言葉です。外交は相互の国益のぶつかり合

いの場です。その場で何があり、どのように戦争に至ったのかを、

相互の歴史から学び、成熟した歴史認識の 下、二度と戦争を起こ

さない、起こさせないようにすることが、先人たちへの唯一の 報

恩であり、未来を担う子供たちへの責任であると確信をいたしま

す。  

 私は、過去の質問で、何度か現在の中学校で使用している歴史

の教科書を、これでは成熟した歴史認識が育まれないと指摘をし

てまいりました。残念ながら中学校で使用する教科書に対しては、

県の教育委員会では直接的な採択権限がないのが実態です。  

 それを理解したうえで、県立高校の教科書についてお尋ねをい

たします。  

 私の認識では、県立高校で使用する教科書の採択権限は県の教

育委員会にあります。今後激変するであろう国際情勢の中で、将
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来を担う子供たちが日本人であることに誇りを持って生きてもら

うことが、何より大切なことだと思います。そのためにも、成熟

した歴史認識を身につけることが重要です。  

 高校で使用する歴史の教科書の選定に教育委員会が今まで以上

に問題意識と責任を持って関わっていただくことを強く求めます。

廣島教育長に答弁を求めます。  

廣島教育長  グローバル化する国際社会におきまして、将来を担う

子供たちが歴史に関する深い理解を通して日本国民として自覚を

深めることは、大切なことでございます。  

 例えば、高等学校学習指導要領「地理歴史」におきましても、

その 目 標の 一 つに 、「多 面 的、 多 角 的な 考 察や 、 深い 理解 を 通し

て涵養される日本国民としての自覚や、我が国の国土や歴史に対

する愛情、他国や他国の文化を尊重することの大切さについて自

覚などを深める」と掲げられているところでございます。  

 文部科学省が行います教科用図書検定は、教育基本法に示す教

育の目標に加えまして、学校教育法、また今ほど申し上げました

学習指導要領の教科の目標、こちらを達成するために適切である

かを審査しており、通過しました検定済み教科書は、どれもその

要件を満たしているものと判断されたものでございます。  

 本県では、県立高校の教科書の採択に当たりましては、まず、

検定済み教科書につきまして、高校の教員で構成します県教科書

研究協議会で研究と協議を行い、県教育委員会 ではその研究協議

の結果報告を受けまして、本県に合った複数の選定候補を決定い

たします。各県立学校は、その中から自校の教育目標や生徒の実

態等を踏まえて使用する教科書を選定するという状況でございま

す。  

 こうした過程を経ることによりまして、高等学校 において使用

される教科書が適切なものになるよう努めてきているところでご

ざいまして、今後も引き続き、高校が最も適した教科書を選択で
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きるよう適切に指導、助言、援助してまいります。  

山崎副委員長  尾山委員の質疑は以上で終了いたしました。  

 暫時休憩いたします。  

 休憩時間は 1 0分間といたします。  

                     午後３時 0 1分休憩  


